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公的個人認証サービスをめぐる最近の動向

平成１９年１２月１３日

総務省自治行政局自治政策課

１ 公的個人認証サービスの概要

２ e-Taxとの連携による公的個人認証サービスの

普及拡大方策

３ 今後の普及拡大に向けた関連施策

資料５



１ 公的個人認証サービスの概要
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①① 成りすまし成りすまし （←インターネット上におけるデジタル文書については、文書作成者の特定が困難）

Ａさん

送信者

Ｃさん ？

電子メールを送信

本当にＡさんから
来た電子メールな
のかな？Ｂさん

受信者（行政機関等）

※例えば、suzuki@jichiseisaku.co.jp というメールアドレスで、

自治政策株式会社鈴木という名義で文書が送られてきたとし
ても・・

・ 「自治政策株式会社」が実在しないかもしれない。

・ 「鈴木」さんが実在しないかもしれない。

・ 第三者が実在する「自治政策株式会社」の「鈴木」さんの
メールアドレスを乱用しているかもしれない。

という疑いが解消できない。

②② 改ざん改ざん （←送信途上でメッセージを書き換えることが容易）

Ａさん 申告書
１００万円

申告書
３００万円

Ｃさん

改ざん

？？
Ｂさん

受信者（行政機関等）
送信者

※デジタル文書は、手書きの文書と異
なり、改ざんされても痕跡が残らず、改
ざん箇所を発見することは、実際上不
可能。

③③ 送信否認送信否認 （←送信内容の否認を防止することが困難）

申告書は提出
していない

送信者

Ａさん

申告書
受理

Ｂさん

受信者（行政機関等）

※オンラインで送信されてきた申請・届
出に基づいて、手続を進行させていた
ところ、送信者からそのような送信はし
ていないとの否認をされる危険性があ
る。

１．１ デジタル社会における課題
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電子申請等
（電子申請等システムで実施）

１．２ 公的個人認証サービス

成りすまし、改ざん、送信否認などのデジタル社会の課題を解決しつつ、電子政府・
電子自治体を実現するため、確かな本人確認ができる個人認証サービスを全国どこに
住んでいる人に対しても安い費用で提供する。
→平成16年1月29日サービス開始（電子証明書の有効期間は3年、発行手数料500円）
→平成19年11月末現在、電子証明書の発行枚数は約32.1万枚

全国サーバー／
都道府県サーバー

既存住基ｼｽﾃﾑ

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｻｰﾊﾞ

都道府県知事
（証明書発行・失効情報

管理機関）

市町村長（本人確認機関）

失
効
リ
ス
ト

行政機関等

民間認証事業者

電子署名

総合行政ネットワーク（LGWAN）

住民

電子証明書の

有効性確認

電子証明書発行申請
（基本４情報＋公開鍵）

電子証明書交付

（住民の本人確認に活用）

市町村窓口

異動等情報

基本４情報

＋ ＋

本人確認情報の
通知

指定認証機関(ＬＡＳＣＯＭ)へ委任

都道府県単位認証局都道府県単位認証局
住民基本台帳
ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ

住民基本台帳
ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ

署名検証者署名検証者

○○市

2013 年 8 月 31日まで有効

生年月日
氏 名

住 所

昭和 ○○ 年 ○月 ○○ 日 性別女
住基 花子

○○県○○市 ○○町○丁目○番○号

写真
20 mm

× 16 mm

住民基本台帳カード

電子証明書
申請書
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１．３ 公的個人認証サービスの特長

１．厳格な本人確認
・住民票のある市区町村窓口において、職員が対面で確認を実施。

・本人確認には基本４情報（氏名、住所、性別及び生年月日）を使用。

・住民基本台帳ネットワークと連動して、毎日、失効情報を更新することにより、
厳格な本人性の確認を実現。

２．電子証明書の用途
・主な用途としては、国税の電子申告（e-Tax）、自動車保有関係手続ワンストップ

サービス、不動産登記申請等。

・法律の規定により、電子証明書の有効性を確認できる者（署名検証者）を現在は行政
機関等、民間認証事業者に限定。

３．サービス利用に必要な費用
（電子申請を行う住民）

・電子証明書の発行を申請する際に手数料（500円）を市町村窓口に支払う。

・自宅のパソコン等で電子申請を行うには、ＩＣカードリーダライタを別途、準備する必要。

（失効情報の提供を受ける署名検証者）
・情報提供手数料を指定認証機関に支払う。
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４．電子証明書の格納媒体
・電子証明書は、一定のセキュリティを満たすＩＣカードに格納可能。

・現在使用されている格納媒体は、住民基本台帳カードのみ。

６．電子証明書の発行状況
平成１９年１１月末現在で約３２．１万枚（現行システムでは５００万枚まで発行可能）。

５．二重発行の禁止
電子証明書の二重発行を禁止している（法第６条）。

１．３ 公的個人認証サービスの特長
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（参考）公的個人認証サービスの主な対象手続（平成19年10月1日現在）

今後、国の機関の手続・各地方公共団体の手続が順次追加される見込み。

・自動車検査登録（自動車保有関
係手続ワンストップサービス）

・国税の電子申告
・社会保険関係手続
・国民年金及び厚生年金の年金

加入状況・年金見込額の提供

・商業・法人登記申請
・不動産登記申請

等

国（15府省庁等） 都道府県（47団体）

市町村（33都道府県内の市町村）

・自動車税・自動車取得税申告
（自動車保有関係手続ワン
ストップサービス）

・都道府県税の電子申告
・道路占用許可申請

等

・市町村税の電子申告
・介護保険関係手続
・児童手当関係手続
・国民健康保険関係手続

等

（注１）都道府県数及び市町村数は、共同運用システムに参加している自治体を含む。
（注２）都道府県及び市町村の対象手続は、自治体毎に異なる。



２ e-Taxとの連携による公的個人認証

サービスの普及拡大方策
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２．１ e-Taxとの連携による公的個人認証サービスの普及拡大方策

電子認証の普及拡大の観点から、電子証明書を有する
個人の電子申告に係る所得税額の特別控除の創設
（平成１９年分又は２０年分に適用）

税制改正の内容

→ 公的個人認証サービスの電子証明書の普及拡大を
はかる好機。

総務省の取組

１．国税庁と連携しての広報啓発活動

－ ポスター・パンフレットの作成、配布
－ 地方公共団体広報誌にe-Tax及び電子証明書に関する

記事の掲載
－ 国税庁が発出するＤＭに電子証明書の早期取得に関する

案内を同封
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２．地方公共団体に対し、以下の内容を通知

－ 都道府県レベル、市町村レベルにおいて、地方公共団体
担当者と国税当局担当者の間で緊密な連絡体制をとること

－ 電子証明書の早期取得について、住民に周知すること
－ 電子証明書の発行体制を検証し、必要な措置を講じること
－ 発行手続きに関する職員の習熟度向上に努めること
－ 職員が率先して電子証明書を取得し、電子申告を利用

すること 等

３．ベンダに対し、ＩＣカードリーダライタの増産を依頼

－ 家電量販店にもベンダ経由で店頭に並べてもらうよう依頼

総務省の取組

２．１ e-Taxとの連携による公的個人認証サービスの普及拡大方策
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（参考）月別電子証明書発行枚数
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２．２ 確定申告期に向けた対応

本年の税制改正措置により、また、税を考える週間（１１月１１日～１７日）前後に重点的に
行った広報啓発活動により、１１月は電子証明書の発行枚数が急速に伸長。今後も確定
申告期（２月１８日～３月１７日）まで発行枚数の大幅増が期待されるが、他方、各市区町村
窓口において電子証明書が円滑に発行されるよう、適切な体制の構築が重要。

確定申告期に向けて、以下の対応を実施（または検討中）。

１．サービスセンターの営業時間の延長
必要に応じて、各市区町村が平日夕方または土曜日に発行申請を受け付けられるよう、

サービスセンターの営業時間を延長する方向で調整中。

２．市区町村における窓口ラインの増設
今後、窓口の混雑が予想される団体においては、窓口を増設するとともに、対応を行う

職員の増強について検討。

３．市区町村窓口端末の増強
窓口ラインの増設に伴い、発行申請を処理するための窓口端末の増強が必要な団体に

おいては、新規の端末購入や休眠端末の再利用を検討。

４．特に混雑が予想される団体のフォロー
１端末あたりの人口が多い団体では特に混雑が予想されることから、今後、発行事務に

おいて混乱が生じないか、総務省としても適宜、フォローを実施。



３ 今後の普及拡大に向けた関連施策
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３．１ 公的個人認証サービスの利活用のあり方に関する検討会の再開

１．これまでの経緯

２．検討会の再開

本検討会は、公的個人認証サービスの利活用の促進をはかるための課題と方策
について、主として制度・運用面から、有識者による専門的な検討を行うことを目的
として設置（座長：大山永昭 東京工業大学教授）。

検討会では、平成１８年１１月から計５回の会合を開催し、関係者へのヒアリング
などを基に、様々な課題について検討を実施。

議論の中から示された重要な論点を整理したものを平成１９年５月に公表。

本年５月に取りまとめた論点整理に記載した課題のうち、実現可能性の高いもの、
具体的なニーズのある事項に関し、より掘り下げた検討を行うことを目的として、
本年１１月より検討会を再開（検討会の構成については従前のとおり）。

当面の課題として、認証用途の電子証明書の発行に関し、検討会において議論を
行っているところ。
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年金記録、健診情報等の
自分の情報を閲覧

３．２ 社会保障カード（仮称）について

医療機関

介護サービス

社会保険事務所

年金手帳、健康保険証、介護保険証
としての役割

社会保障カード（仮称）の
活用イメージ

１枚のカードに

サービスの利用
(カードを提示）

５０平成１５年
４月１日

第１号被保険者国民年金４

３３平成７年
４月１日

平成４年
７月１日

株式会社△△△△厚生年金３

２６平成４年
６月１５日

平成２年
４月１日

○○○○株式会社厚生年金２

２２昭和６３年
２月１日

昭和６１年
４月１日

第３号被保険者国民年金１

月数喪失年月日取得年月日事業所名称加入制度番号

５０平成１５年
４月１日

第１号被保険者国民年金４

３３平成７年
４月１日

平成４年
７月１日

株式会社△△△△厚生年金３

２６平成４年
６月１５日

平成２年
４月１日

○○○○株式会社厚生年金２

２２昭和６３年
２月１日

昭和６１年
４月１日

第３号被保険者国民年金１

月数喪失年月日取得年月日事業所名称加入制度番号

１２３－４５６７
東京都○○市△△町１－１－１

健康 太郎 様

更新年月日
平成１９年６月３０日現在

の加入記録です。

性別 男性 生年月日 昭和９９年９月９日

基礎年金番号 ９９９９９９９９９９９

１２３－４５６７
東京都○○市△△町１－１－１

健康 太郎 様

更新年月日
平成１９年６月３０日現在

の加入記録です。

性別 男性 生年月日 昭和９９年９月９日

基礎年金番号 ９９９９９９９９９９９

自分の年金記録等を
いつでも閲覧・確認

◆ 厚生労働省に「社会保障カード（仮
称）の在り方に関する検討会」を設置

◆ これまでに、検討会を４回、関係団体
との意見交換会を４回開催

◆ 年内を目途に取りまとめ予定の基本
構想を基に、さらに具体的な仕組みの
検討を進め、広く御議論いただく。

社会保障カード
（仮称）

ＩＣチップ

社会保障カード
（仮称）

ＩＣチップ

年金手帳や健康保険証、更には介護保険証としての役割を果たし、年金の記
録等を自宅においても常時、安全かつ迅速に確認できるものとして、２０１１年度
（平成２３年度）を目途に導入することを目指す。
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国・自治体

・電子行政

保険者
・政管健保 ・健保組合
・広域連合

年金

・厚生年金等

ACCOUNT
CARD

年金情報
・加入履歴
・給付金額
・負担金額

健康情報
・診察結果
・健診結果

保険情報
・保険資格
・雇用保険料
・介護保険料

電子私書箱電子私書箱

国民

社会保障以外
への利活用

民間

医療機関

・病院 ・診療所

◆内閣官房ＩＴ担当室に有識者からなる
検討会を設置

◆10月29日に第1回検討会を開催
◆今年度末までに基本構想を取りまとめ

年金の画面例

医療の画面例

http:// www.mylife.jp /

基本情報

年金

- 加入履歴確認
- ねんきん定期便

健康保険

- 加入履歴確認
- 保険料確認

健診 データベース

- 健康診断履歴

-

各種申請

Menu

内閣 太郎さん

前回ログイン：2006/11/01

e-TAX

My Life Portal
ログアウト

ホーム

グラフで見る検査結果推移

健康診断結果
履歴参照

グラフで見る検査結果推移

健康診断結果
履歴参照

http:// www.mylifexx.....jp/

基本情報

年金

- 加入履歴確認
- ねんきん定期便

健康保険

- 加入履歴確認
- 保険料確認

健診 データベース

- 健康診断履歴

-

各種申請

Menu

内閣 太郎さん

前回ログイン：2006/11/01

e-TAX

My Life Portal
ログアウト

ホーム

グラフで見る検査結果推移

健康診断結果
履歴参照

グラフで見る検査結果推移

健康診断結果
履歴参照

http://www.mylife.jp/

政府からのお知らせ

千代田区だより

基本情報

年金
- 加入履歴確認

- ねんきん定期便

健康保険
- 加入履歴確認

- 保険料確認

健診データベース
- 健康診断履歴

-

各種申請

Menu

内閣 太郎さん

前回ログイン： 2006/11/01
20XX/XX/XX

20XX年XX月よりXX保
険料が変更となります。
（□△省）

20XX/XXXX

各種給付金の確認・申
請がオンラインで利用
可能です。（子育て支援
課）

氏名： 内閣 太郎

住所： 東京都千代田区永田町 1-1-1

生年月日： 1975 年01月01日

性別： 男性

1995/01 1995/02 1995/03 1995/04 1995/05 1995/06 1995/07 1995/08 1995/09 1995/10 1995/11 1995/12

国民 国民 未納付 未納付 国民 未納付 国民 国民 国民 国民 国民 国民

1996/01 1996/02 1996/03 1996/04 1996/05 1996/06 1996/07 1996/08 1996/09 1996/10 1996/11 1996/12

国民 国民 国民 国民 国民 国民 国民 国民 未納付 厚生 厚生 厚生e-TAX

20XX/XX/XX

電子申請によるXX登録
料値下げのお知らせ。（
○△省）

My Life Portal ログアウト

年金 加入履歴

ホーム

http://www.mylifexx.....jp/

政府からのお知らせ

千代田区だより

基本情報

年金
- 加入履歴確認

- ねんきん定期便

健康保険
- 加入履歴確認

- 保険料確認

健診データベース
- 健康診断履歴

-

各種申請

Menu

内閣 太郎さん

前回ログイン： 2006/11/01
20XX/XX/XX

20XX年XX月よりXX保
険料が変更となります。
（□△省）

20XX/XXXX

各種給付金の確認・申
請がオンラインで利用
可能です。（子育て支援
課）

氏名： 内閣 太郎

住所： 東京都千代田区永田町 1-1-1

生年月日： 1975 年01月01日

性別： 男性

1995/01 1995/02 1995/03 1995/04 1995/05 1995/06 1995/07 1995/08 1995/09 1995/10 1995/11 1995/12

国民 国民 未納付 未納付 国民 未納付 国民 国民 国民 国民 国民 国民

1996/01 1996/02 1996/03 1996/04 1996/05 1996/06 1996/07 1996/08 1996/09 1996/10 1996/11 1996/12

国民 国民 国民 国民 国民 国民 国民 国民 未納付 厚生 厚生 厚生e-TAX

20XX/XX/XX

電子申請によるXX登録
料値下げのお知らせ。（
○△省）

My Life Portal ログアウト

年金 加入履歴

ホーム

医療機関や保険者等に個別管理されている情報を、希望する国民が自ら入手・

活用できる仕組みを検討し、2010年頃のサービス開始を目指す。

３．３ 国民視点の社会保障サービス等の実現に向けての電子私書箱（仮称）の創設

情報の入手・閲覧
様々な情報を集約し、自分の情報を入手・閲覧

情報の活用
収集・蓄積した情報を、他のサービスに活用

利活用のイメージ
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具体的推進方策具体的推進方策

1. 次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェク
トチーム（官民合同）を設置（2007年10月）

2. 次世代電子行政サービスのグランドデザインを
策定（2008年度早期）

3. 実証実験の実施（2009年度以降）

4. 次世代電子行政サービス基盤の標準モデル等
を構築（2010年度）

官民合同の検討官民合同の検討
プロジェクトチームプロジェクトチーム 民間民間

（利用者）（利用者）

参画

参画

参画

評価

参画

内閣官房ＩＴ担当室内閣官房ＩＴ担当室
（ＧＰＭＯ）（ＧＰＭＯ）

ＩＴ戦略本部ＩＴ戦略本部

地方公共団体地方公共団体

民間民間
（有識者）（有識者）

検討体制のイメージ検討体制のイメージ

電子政府評価委員会電子政府評価委員会

各府省各府省

評価専門調査会評価専門調査会
緊密な
連携

ライフイベント
に沿った手続

＜個人＞
・転居、結婚、出生
＜企業＞
・入社、退職

ユーザー視点に立った利便性向上の観点から、国・地方の枠を超えたワンストップ電子
行政サービスの実現に向け、２０１０年度に標準モデルを構築。

自治体の手続自治体の手続

国の手続国の手続

国民

事業者

民間の手続民間の手続

AA省省 BB省省

CC省省

ワンストップワンストップ
サービスサービス

国・自治体の国・自治体の
バックオフィス連携バックオフィス連携

府省内のフロント、府省内のフロント、
バックオフィス連携バックオフィス連携

利用者

包括的電子行政サービス包括的電子行政サービス
• どこに転居しても同様の行政サービ

スを受けられるよう標準化
• できる限りバックオフィスの連携を

図る
• 必要により民間手続への拡大も検討
• 意欲のある自治体において実証実験

AA自治体自治体

府省間のバックオフィス府省間のバックオフィス
連携連携

利用者の行動利用者の行動
フロー分析やフロー分析や
ニーズ把握ニーズ把握

次世代電子行政サービスのグランドデザインのイメージ次世代電子行政サービスのグランドデザインのイメージ

利用者視点に立っ
たサービスの提供

利用者視点に立っ
たサービスの提供

CC自治体自治体

BB自治体自治体

徹底的な業務改革
（BPR）の実施

徹底的な業務改革
（BPR）の実施

※ GPMO：電子政府推進管理室

３．４ 次世代電子行政サービスの実現に向けた取組


